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第１ 外国人の雇用状況に係る統計調査の新設に関する研究会設置の背景等 

 

１. 本研究会設置の背景 

 厚生労働省では、外国人雇用対策について幅広く議論するため、「外国人雇用対策の在り方に関す

る検討会」を設置し、令和３年６月に「中間取りまとめ」を公表した。このとりまとめでは、「外国

人労働者をめぐる問題については、エピソードベースの情報にとどまらず、国内外の労働市場の動向

の全体像をエビデンスに基づき客観的に把握し、取り組むべき課題や優先順位を明確にすることが

求められる。」と指摘した上で、「関係諸機関が連携し、日本人と外国人が比較可能な統計等を新たに

整備することも含めて検討し、エビデンスに基づく外国人雇用対策の立案の基盤整備を目指すべき

である。」と提言している。 

これらを踏まえ、令和３年９月、厚生労働省では「外国人の雇用・労働に係る統計整備に関する研

究会」を設置し、サンプルサイズ等の問題から既存統計では十分に把握することが困難な外国人労働

者の労働条件、キャリア形成等の雇用管理の実態や、我が国労働市場における労働移動の実態を適切

に把握するための統計の整備に向け、検討を行い、令和４年３月に統計整備の方向性や調査内容等が

「外国人の雇用・労働に係る統計整備に関する研究会報告書」にまとめられた。 

本研究会では、同報告書をもとに、外国人の雇用状況に係る統計調査の新設に向けて、調査計画等

について、具体的な検討・準備を行った。本統計調査は、外国人労働者を雇用する事業所における外

国人労働者の雇用形態、賃金等の雇用管理の状況及び当該事業所の外国人労働者の学歴、入職経路、

前職に関する事項等についてその実態等を産業別、規模別、在留資格別等に明らかにすることを目的

とし、もって今後の外国人雇用対策立案の基礎資料として活用するものである。 

 

２. 検討事項 

本研究会では、令和５年度から新設を予定している外国人の雇用状況に係る統計調査について、調

査計画等（調査目的、調査対象の範囲、母集団、報告者数とその選定方法、調査項目、集計事項、調

査に係るスケジュール、調査票、集計事項等を含む）の検討を行った。 

 

３. 委員名簿 

＜委員＞     （座長◎、副座長○、敬称略、五十音順） 

神林 龍  一橋大学経済研究所教授 

是川 夕  国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長 

酒井 正  法政大学経済学部教授 

佐藤 香  東京大学社会科学研究所教授 

樋田 勉  獨協大学経済学部教授 

友原 章典 青山学院大学国際政治経済学部教授 

○林 玲子  国立社会保障・人口問題研究所副所長 

◎樋口 美雄 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長 

元山 斉  青山学院大学経済学部教授 

山口 塁  独立行政法人労働政策研究・研修機構研究員 

 所属・役職等は就任時点のもの、元山委員は令和４年８月まで  



   

 

2 

 

 

＜オブザーバー＞ 

大村 修一  総務省政策統括官（統計制度担当）付経済統計担当統計審査官室企画官 

礒部 哲郎  出入国在留管理庁政策課長 

渡邉 学  厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）付審査解析室長 

髙橋 俊博  厚生労働省職業安定局雇用政策課長 

 

＜事務局＞ 

 三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

＜委託元＞ 

厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課 

 

４. 開催経緯 

 

第１回：令和４年６月 17日 

 

第２回：令和４年９月 16日 

 

第３回：令和４年 11月 15日 

 

第４回：令和５年３月 13日 
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第２ 外国人雇用実態調査に係る調査計画等 

 

研究会においては、外国人労働者を雇用する事業所における外国人労働者の雇用形態、賃金等の雇用管

理の状況及び当該事業所の外国人労働者の学歴、入職経路、前職に関する事項等についてその実態等を産

業別、規模別、在留資格別等に明らかにする外国人の雇用状況に係る統計調査を、効果的、効率的に行う

観点から、調査計画等について検討を行い、以下のとおりとりまとめた。 

検討に当たっては、既存統計との比較可能性を担保するための調査項目・集計事項とすること、また、

回収率を高めること等について、可能な限り配慮している。 

調査計画等については、統計法に定める一般統計調査として総務省に承認の申請を行い、令和５年３月

29日付けで承認されている。 

 

１. 調査計画概要 

 

（１） 調査の名称 

外国人雇用実態調査 

 

（２） 調査の目的 

外国人労働者を雇用する事業所における外国人労働者の雇用形態、賃金等の雇用管理の状況及

び当該事業所の外国人労働者の学歴、入職経路、前職に関する事項等について、その実態等を産業

別、規模別、在留資格別等に明らかにするとともに、今後の外国人雇用対策立案の基礎資料とする

ことを目的とする。 

 

（３） 調査対象の範囲 

① 地域的範囲 

全国 

 

② 属性的範囲 

事業所及び個人 

日本標準産業分類に掲げる18産業大分類（A農業，林業、B漁業、C鉱業，採石業，砂利採取業、

D建設業、E製造業、F電気・ガス・熱供給・水道業、G情報通信業、H運輸業，郵便業、I卸売業，

小売業、J金融業，保険業、K不動産業，物品賃貸業、L学術研究，専門・技術サービス業、M宿泊

業，飲食サービス業、N生活関連サービス業，娯楽業、O教育，学習支援業、P医療，福祉、Q複合

サービス事業、Rサービス業（他に分類されないもの）〈外国公務を除く。〉）に属し、雇用保

険被保険者５人以上で、かつ、外国人労働者を１人以上雇用している全国の民営事業所及び当該

民営事業所に雇用されている外国人常用労働者 

 

（４） 報告を求める者 

① 数 

ア 事業所調査 
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約9,200事業所（母集団の大きさ：約16万事業所） 

 

イ 労働者調査 

約43,500人（母集団の大きさ：約132万人） 

 

② 選定の方法（無作為抽出） 

ア 事業所調査 

調査実施時期に利用可能な最新の外国人雇用状況データベースに登録されている事業所の

うち、雇用保険被保険者数５人以上、かつ、外国人労働者１人以上を雇用している雇用保険適

用事業所を母集団として、産業、事業所規模及び外国人労働者規模を層とする層化無作為抽出

により選定する。なお、一部の産業、事業所規模については全数階層が存在する（本報告書 

３参照）。 

 

イ 労働者調査 

上記アで選定した事業所を第一次抽出単位、その事業所に雇用されている外国人労働者を

第二次抽出単位とし、厚生労働省の指定する方法により、事業所内の外国人常用労働者数の規

模に応じて事業所が無作為に抽出する（本報告書 ３参照）。 

 

（５） 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

① 報告を求める事項 

ア 事業所調査（詳細は本報告書 ５参照） 

 事業所の属性情報 

 雇用する労働者の属性情報、現在の雇用状況 

イ 労働者調査（詳細は本報告書 ５参照） 

 外国人特有の属性情報 

 現職への入職経路 

 前職の状況（周期調査項目１年目） 

 家族や生活の状況（周期調査項目２年目） 

 転職・副業の状況（周期調査項目３年目） 

 

② 基準となる期日又は期間 

毎年９月30日現在の内容について報告を求める。 

 

（６） 報告を求めるために用いる方法 

① 調査系統 

ア 事業所調査 

厚生労働省－民間事業者－報告者 

 

イ 労働者調査 

調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－事業所－報告者 
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調査票の回収：報告者－民間事業者－厚生労働省 

 

② 調査方法（郵送調査及びオンライン調査） 

ア 事業所調査 

 厚生労働省から調査事務を受託した民間事業者が、報告者に対して郵送により、調査

票及びオンライン調査回答用の事業所別のＵＲＬ、パスワードを配布する。 

 報告者は、郵送された調査票に記入し、民間事業者に郵送提出するほか、オンライン調

査回答用の独自システムを利用して回答することができる。 

 民間事業者は、調査票の取集に併せて、督促及び疑義照会も行う。 

 

イ 労働者調査 

 厚生労働省から調査事務を受託した民間事業者が、事業所調査の対象事業所に対して

事業所調査票を配布する際に、二次元バーコード付きの調査票及びオンライン調査回

答用の二次元バーコード、パスワードを同封する。 

 事業所調査の対象事業所が、当該事業所内の報告者を厚生労働省が指定する抽出方法

により抽出し、事業所別の二次元バーコード付きの調査票及びオンライン調査回答用

の二次元バーコード、パスワードを配布する。 

 報告者は、配布された調査票に記入し、民間事業者に郵送提出するほか、オンライン調

査回答用の独自システムを利用して回答することができる。 

 民間事業者は、調査票の取集に併せて、督促及び疑義照会も行う。 

 

（７） 報告を求める期間 

① 調査の周期 

１年 
 
② 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

毎年10月～11月 

 

（８） 集計事項 

ア 事業所調査 

（主な集計事項については、本報告書 ７参照） 
 

イ 労働者調査 

（主な集計事項については、本報告書 ７参照） 

 

（９） 調査結果の公表の方法及び期日 

① 公表の方法 

全部公表（e-Stat及び厚生労働省HP） 
 

② 公表の期日 

調査実施年の翌年８月末までに公表する。 
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（１０） 使用する統計基準 

日本標準産業分類及び日本標準職業分類 

 

（１１） 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間：記入済み調査票 １年 

     調査票の内容を記録した電磁的記録 常用 

保存責任者：厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課長 

 

２. 調査計画概要の解説 

 

（１） 調査の名称について 

 調査により把握したいのは外国人の雇用の実態であること、労働施策の総合的な推進並びに労

働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律に基づく外国人雇用状況届出（以下「外国人

雇用状況届出」という。）と名称が混同しないようにする必要があることから「外国人雇用実態調

査」とした。 

 

（２） 調査対象の範囲について 

 政策立案の基礎資料とする本統計の趣旨に照らして、全国の状況を把握する必要があることか

ら、全国を調査対象範囲とした。 

 業種については、日本標準産業分類に掲げる 18産業大分類を対象とし、「公務（他に分類される

ものを除く）」及び「分類不能の産業」を対象外とした。また、「サービス業（他に分類されないも

の）」についてはこのうち「外国公務」を除いている。 

「農業」及び「漁業」については対象としない労働統計がみられるが、これらの業種についても

外国人労働者が相当数みられることから、対象としている。 

 

（３） 母集団について 

 雇用保険被保険者数５人以上の事業所に限定しているのは、他の労働統計においても常用労働

者数５人以上を対象としていることが多いため、これに準じたものである。 

 

（４） 調査対象事業所等の数について 

 目標精度を達成するために必要と考えられる調査対象事業所数、調査対象労働者数を、標本設計

の上、設定している。 

 

（５） 事業所規模区分について 

既存労働統計との比較可能性を担保できることを念頭に、雇用動向調査を基本としたが、100～

999 人の区分については 500人を境として２区分に分割し、５区分としている 
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（６） 調査対象事業所の重複是正について 

被調査者の負担を軽減するため賃金構造基本統計調査の対象事業所との重複是正を可能な範囲

で行うこととした。具体的には事業所名、所在地の２つをキーに事業所母集団データベースで使用

されている事業所番号を確認し、これを用いて重複是正を行うものである。 

 

（７） 調査対象労働者について 

外国人雇用実態調査で対象となる外国人労働者は、外国人雇用状況届出の対象となっている労

働者とし、不就労の状態にある等、当該届出の対象とならない外国人労働者は含まない。具体的に

は、図表１に記載のある在留資格を有する労働者が対象となる。 

資格外活動（８割程度が留学生のアルバイト）の扱いについては、母集団の中では１割程度を占

めており、行政目的の観点から把握すべき対象であること、また対象から外す場合に分別作業の事

業所負担が増え、回収率低下が懸念されることから、調査対象に含めている。 

 短時間労働者については、賃金構造基本統計調査、雇用動向調査で把握していることから、調査

対象に含めている。 

派遣労働者については、派遣元所属の労働者として報告をいただくこととしている。 

 

図表 1 調査対象在留資格一覧 

番号 在留資格 番号 在留資格 

01 教授 16 特定技能１号 

02 芸術 17 特定技能２号 

03 宗教 18 技能実習１号 

04 報道 19 技能実習２号 

05 高度専門職 20 技能実習３号 

06 経営・管理 21 文化活動 

07 法律・会計業務 22 短期滞在 

08 医療 23 留学 

09 研究 24 研修 

10 教育 25 家族滞在 

11 技術・人文知識・国際業務 26 特定活動 

12 企業内転勤 27 永住者 

13 介護 28 日本人の配偶者等 

14 興行 29 永住者の配偶者等 

15 技能 30 定住者 

 

（８） 調査の周期について 

 本調査は経年変化を把握するため毎年調査を実施する。 

 労働者票に関しては調査項目が多数に上るため、回答者負担の軽減を図る観点から、毎年調査す

る基幹的な項目、３年周期で調査する項目に整理し、１年目は前職の状況、２年目は世帯の状況、

３年目は職業訓練・自己啓発の状況等について調査することとした。周期調査の順序は、本調査の

目的に照らして重要度が高いと思われるものから選定している。なお、周期調査については、毎年

の回答者の負担がなるべく均等になるよう配慮した。 
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（９） 基準となる期日または期間について 

 他の労働統計調査の実施時期を勘案し、被調査者の負荷の分散を図ることができるよう、毎年９

月 30日現在の内容について、10月から 11月の間に報告いただくこととした。 

※賃金構造基本統計調査は７月、雇用動向調査は６～７月、12～１月に実施されている。 

 

（１０） 日本人労働者の調査を行うことについて 

日本人労働者に係る実態を把握するには他の労働統計を活用する方法も想定されるが、外国人

を雇用している事業所とそれ以外の所では異なる傾向が現れると考えられることから、同一の母

集団事業所の日本人従業員を事業所調査の一部として試行的に調査することとした。 

 

（１１） 事業所における労働者の抽出方法について 

事業所における労働者の抽出に当たっては、労働者数に応じて事業所側で機械的に抽出数を算

出し、算出した人数を事業所で用いている労働者名簿等任意のリストから一定間隔で規則的に抽

出することとしており、具体的方法は記入要領に記載している。 

 

（１２） 調査方法について 

調査方法としては事業所調査の後、その情報に基づいて労働者調査を行う方法（二段階調査）と

事業所、労働者の調査を１回で行う方法（一段階調査）が想定されるが、抽出した外国人労働者を

指定して調査票を再度送ることが事務的に複雑かつ負担が膨大になることから、一段階調査とし

た。 

 

（１３） 調査票の送付・回収について 

 調査票の送付については郵送で事業所に送付する。労働者票は事業所経由で配布する。 

調査票の回収については、郵送及びオンラインで行う。オンライン回収については、労働者票を

多言語に対応させるため、独自のシステムを構築する。言語については、より多くの外国人労働者

が回答できるよう、やさしい日本語、英語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語の５言語としてい

る。外国人に理解しやすいようやさしい日本語を使用するとともに、一般性の高い英語、外国人労

働者数の上位２カ国である中国語及びベトナム語、日系ブラジル人等の回答を促進するポルトガ

ル語を選択した。 

 

３. 標本設計 

 

（１） 母集団 

① 事業所票 

１）調査の範囲 

日本標準産業分類に掲げる 18産業大分類（A農業，林業、B 漁業、C鉱業，採石業，砂利採

取業、D建設業、E製造業、F電気・ガス・熱供給・水道業、G情報通信業、H運輸業，郵便業、

I卸売業，小売業、J金融業，保険業、K不動産業，物品賃貸業、L学術研究，専門・技術サー

ビス業、M宿泊業，飲食サービス業、N生活関連サービス業，娯楽業、O教育，学習支援業、P
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医療，福祉、Q複合サービス事業、Rサービス業（他に分類されないもの）〈外国公務を除く。〉）

に属し、雇用保険被保険者５人以上で、かつ、外国人労働者を１人以上雇用している全国の民

営事業所 

 

２）サンプルフレーム 

外国人雇用状況届データベースに登録されている事業所のうち、下記②１）に掲げる在留資

格を有する外国人労働者が在籍している事業所であり、雇用保険情報と突合し事業所規模が

特定できた事業所であって、雇用保険被保険者５人以上の事業所。 

 

② 労働者票 

１）調査の範囲 

上記事業所調査の標本事業所に勤務し、外国人雇用状況届出の対象となっている次に掲げ

る在留資格を有する外国人の常用労働者。 

 出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）別表第１の上欄及び別表第２

の上欄の在留資格をいう。ただし、外交又は公用は除く。 

 

２）サンプルフレーム 

上記事業所調査の対象事業所において勤務する上記１）に定める労働者。 

 

（２） 標本設計 

① 事業所票 

１）抽出方法 

産業（18 区分）、事業所規模（５区分）、外国人労働者規模（２区分）別に層化し、層化無

作為抽出による。ただし、外国人労働者規模 500人以上の層は全数を対象とし、下記２）にお

いては、外国人労働者規模１～499人の層のみを対象として考える。 

 産業：上記（１）①１）に掲げる 18産業大分類 

 事業所規模：雇用保険被保険者（日本人＋外国人） 

５～29人、30～99人、100～499人、500～999人、1,000 人～ 

 外国人労働者規模：１～499人、500人～ 

 

２）目標精度 

特定の属性を持つ事業所の割合が 0.5の場合に、産業別（事業所規模計）・事業所規模別（産

業計）に標準誤差が原則５％以内となるよう標本事業所のサイズを決定する。 

（以下では産業別の標準誤差を考えるケースであり、事業所規模別の標準誤差を考える場合

は、産業と事業所規模を入れ替えて考える。） 

 

√∑ (
𝑀𝑘ℎ

𝑀𝑘
)

2 𝑀𝑘ℎ − 𝑚𝑘ℎ

𝑀𝑘ℎ − 1
⋅

𝑝𝑘ℎ(1 − 𝑝𝑘ℎ)

𝑚𝑘ℎ

𝐿

ℎ=1

≤ 𝐴𝑘 
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𝐴𝑘 ： 目標精度（割合の標準誤差）（＝５％） 

𝑝𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおいて特定の属性を持つ事業所の割合（母集団の値） 

𝑀𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける母集団事業所数 

𝑚𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける標本事業所数 

𝑀𝑘 ： 産業𝑘における母集団事業所数（𝑀𝑘 = ∑ 𝑀𝑘ℎ
𝐿
ℎ=1 ） 

𝐿 ： 事業所規模区分数 

 

産業𝑘における事業所規模ごとの標本事業所のサイズ 𝑚𝑘ℎ は、事業所規模ごとの母集団事

業所数による比例配分にて算出する。 

上記と同様に、事業所規模別の標準誤差についても考え、各層ごとの標本事業所サイズを算

出し、産業別の標準誤差を考えた場合と比較して大きい方を、事業所票での算出結果とする。 

 

② 労働者票 

１）抽出方法 

産業（18 区分）、事業所規模（５区分）、外国人労働者規模（２区分）別に層化した事業所

を第１次抽出単位、当該事業所に雇用されている外国人労働者を第２次抽出単位とする層化

二段無作為抽出による。ただし、外国人労働者規模 500人以上の層の事業所は、全数を対象と

し、下記２）においては、外国人労働者規模１～499人の層のみを対象として考える。 

事業所内の労働者抽出数は、事業所内の外国人常用労働者数の規模に応じて、以下のとおり

とする。 

 

図表 2 外国人労働者抽出数 

外国人常用労働者規模[人] 1～9 10～ 

抽出数 全数 10人 

 

２）目標精度 

特定の属性を持つ労働者の割合が 0.5の場合に、産業別（事業所規模計）・事業所規模別（産

業計）に標準誤差が原則６％以内となるよう、標本事業所のサイズを決定する。 

（以下では産業別の標準誤差を考えるケースであり、事業所規模別の標準誤差を考える場合

は、産業と事業所規模を入れ替えて考える。） 

 

1

𝑁𝑘

√∑ (𝑀𝑘ℎ(𝑀𝑘ℎ − 𝑚𝑘ℎ)
𝜎𝑇𝑦𝑘ℎ

2

𝑚𝑘ℎ
+

𝑀𝑘ℎ

𝑚𝑘ℎ
∑ 𝑁𝑘ℎ𝑖(𝑁𝑘ℎ𝑖 − 𝑛𝑘ℎ𝑖)

𝜎𝑦𝑘ℎ𝑖
2

𝑛𝑘ℎ𝑖

𝑀𝑘ℎ

𝑖=1

)

𝐿

ℎ=1

 ≤ 𝐵𝑘 

 

𝐵𝑘 ： 目標精度（割合の標準誤差）（＝６％） 

𝑀𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける母集団事業所数 
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𝑚𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける標本事業所数 

𝑁𝑘ℎ𝑖 ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける事業所𝑖の母集団労働者数 

𝑁𝑘ℎ ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける全事業所の母集団労働者数（𝑁𝑘ℎ = ∑ 𝑁𝑘ℎ𝑖
𝑀𝑘ℎ
𝑖=1 ） 

𝑁𝑘 ： 産業𝑘における全事業所の母集団労働者数（𝑁𝑘 = ∑ 𝑁𝑘ℎ
𝐿
ℎ=1 ） 

𝑛𝑘ℎ𝑖 ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける標本事業所𝑖の標本労働者数 

𝐿 ： 事業所規模区分数 

𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗 ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける事業所𝑖の労働者𝑗の回答（母集団の値） 

特定の属性を持つ場合は 1、持たない場合は 0をとる定数 

𝑇𝑦𝑘ℎ
 ： 産業𝑘、事業所規模ℎにおける𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗の総和（𝑇𝑦𝑘ℎ

= ∑ ∑ 𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗
𝑁𝑘ℎ𝑖
𝑗=1

𝑀𝑘ℎ
𝑖=1 ） 

 

𝜎𝑇𝑦𝑘ℎ

2 =
1

𝑀𝑘ℎ − 1
∑(𝑇𝑦𝑘ℎ𝑖

− �̅�𝑦𝑘ℎ
)

2

𝑀𝑘ℎ

𝑖=1

, 𝑇𝑦𝑘ℎ𝑖
= ∑ 𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗

𝑁𝑘ℎ𝑖

𝑗=1

, �̅�𝑦𝑘ℎ
=

1

𝑀𝑘ℎ
∑ 𝑇𝑦𝑘ℎ𝑖

𝑀𝑘ℎ

𝑖=1

 

𝜎𝑦𝑘ℎ𝑖

2 =
1

𝑁𝑘ℎ𝑖 − 1
∑(𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗 − 𝑦𝑘ℎ𝑖)

2

𝑁𝑘ℎ𝑖

𝑗=1

, 𝑦𝑘ℎ𝑖 =
1

𝑁𝑘ℎ𝑖
∑ 𝑦𝑘ℎ𝑖𝑗

𝑁𝑘ℎ𝑖

𝑗=1

 

   

産業𝑘における事業所規模ごとの標本事業所のサイズ 𝑚𝑘ℎ は、事業所規模ごとの母集団労

働者数による比例配分にて算出することを基本とする。 

上記と同様に、事業所規模別の標準誤差についても考え、各層ごとの標本事業所数を算出

し、産業別の標準誤差を考えた場合と比較して大きい方を、労働者票での算出結果とする。 

 

標本事業所のサイズについては、①事業所票での算出結果と、②労働者票での算出結果を比

較して大きい方を採用する。 

なお、実際の標本事業所のサイズについては、事業所票の目標回収率を 50％、労働者票の

目標回収率を 30％として算出する。 

 

③ 事業所票の個人の属性に係る部分について 

（ア）外国人常用労働者 

労働者票と同一の者を対象とする。 

 

（イ）日本人常用労働者 

外国人常用労働者に係る対象数と同一数を対象とする。なお、その数が当該事業所における

日本人労働者数を超える場合は、日本人労働者の全数を対象とする。 

 

４. 標本設計の解説 

 

（１） 外国人労働者の抽出について 

外国人労働者の抽出率については、目標精度を達成するために必要な客体数を確保すること、事
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業所の負担を軽減することを考慮し、また、パイロット調査（本報告書 ９参照）の対象事業所担

当者から最大でも外国人労働者・日本人労働者各 10名程度までといった意見があったことも踏ま

え、当該事業所に雇用されている外国人労働者が 10 人までは全数、それ以上は 10 人を抽出する

こととした。（図表２参照） 

 

（２） 目標精度等について 

目標精度は他の労働統計を参考にしつつ、政策立案の基礎資料として活用するために必要な水

準に設定することとし、図表３のとおり条件を変えて試算を行った。 

この結果、最も精度よくかつ統計調査の実施に無理のない条件は、No.８、すなわち案３のうち

①目標精度を産業別と規模別のそれぞれに設定し、事業所票は５％、労働者票は６％とし、②外国

人労働者 500人以上の層は悉皆、499人以下の層で層化無作為抽出を行う場合（サンプルサイズの

概数は事業所が約 9,200、労働者が約 43,500）であった。 

なお、層によって確保できるサンプルサイズが限られること等により、一部、目標精度が達成で

きない区分が生じることがある。 

 

図表 3 サンプルサイズ検討のための試算 

 

 

（３） 回収率について 

事業所調査については、労働分野に関する一般統計調査で事業所を対象としているものの回収

実績を参考とし、労働者調査については、すべての外国人労働者について母国語の調査票等を整

備することは困難であること等から、他の調査と比較し回収率が低くなるおそれがあると考えら

れたが、外国人を対象として実施されている出入国在留管理庁による委託調査における状況も参

考として、回収率は事業所調査 50％、労働者調査 30％を想定することとした。 

No. 層区分
目標精度 必要となるサンプルサイズ(概数)

事業所票 労働者票 事業所 外国人労働者（見込み）

層（産業×規模）別での目標精度の設定

１
＜案１＞
産業18区分×事業所規模5区分
＝計90区分での目標精度の設定
（第2回と同様）

５％

５％ 40,200 178,000 

２ ６％ 32,700 146,200 

３ ７％ 27,400 123,500 

産業別・規模別での目標精度の設定

４

＜案２＞
産業18区分＋事業所規模5区分
＝計23区分での目標精度の設定

５％

５％ 14,700 70,400 

５ ６％ 11,500 55,600 

６ ７％ 9,300 45,300 

７ ＜案３＞
案２に加えて、外国人数による
層区分を追加（外国人数1～499人 
500人以上の2区分）

＊外国人数500人以上の事業所は悉皆
とする（120事業所）

５％

５％ 12,100 56,900 

８ ６％ 9,200 43,500

９ ７％ 7,300 34,500 

10 ＜案４＞
案３の外国人数による層区分を
変更（外国人数1～1000人 1000人
以上の2区分）

＊外国人数1000人以上の事業所は悉
皆とする（39事業所）

５％

５％ 14,600 68,300 

11 ６％ 11,200 52,700 

12 ７％ 8,800 41,800 
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なお、回収率向上に向け、督促、調査票配布・回収方法の工夫、問い合わせへの対応等につい

て実施段階で更なる工夫を検討する。 

 

５. 調査票 

 

（１） 事業所票 

 事業所票の調査項目の構成は以下のとおりである。設問数は 11問である。 

 

番号 項目 

１ 事業所名称及び所在地 

２ 企業全体の常用労働者数 

３ 事業所の主な生産品の名称又は事業の内容 

４ 記入担当者氏名及び連絡先 

５ 事業所の雇用保険被保険者数 

６ 事業所で雇用する外国人労働者の有無 

７ 事業所での労働者の活用について 

１） 外国人労働者の採用方針 

２） ⅰ）外国人労働者を雇用する理由、ⅱ）外国人労働者の雇用に関する課題 

３） 職業別人員過不足状況 

８ 事業所で雇用する常用労働者数 

９ 調査対象労働者の抽出 

10  雇用する外国人常用労働者の属性 

a） 個人一連番号 

b） 在留資格 

c） 性 

d） 年齢 

e） 最終学歴 

f） 就業形態 

g） 雇用形態 

h） 企業における勤続年数 

i） 役職 

j） 職種 

k） 特定月の実労働日数 

l） 特定月の所定内実労働時間 

m） 特定月の超過実労働時間 

n） きまって支給する現金給与額（特定月分） 

o） n）のうち超過労働給与額 

p） 昨年１年間の賞与、期末手当等特別給与額 

11 雇用する日本人常用労働者の属性 

※ 調査項目は、上記「10 雇用する外国人常用労働者の属性」の a）～p)の項目のうち

b）在留資格を除くすべての項目 

 

詳細な事業所票（令和５年度）は以下のとおりである。 
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15 
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（２） 労働者票 

 労働者票の調査項目の構成は以下のとおりである。設問数は、毎年調査する項目は 23問、周期

調査項目は１年目が８問、２年目が９問、３年目が４問である。 

 なお、労働者票は、毎年調査する項目、３年に一度調査する項目の２つからなり、後者は３種類

（３年分）ある。 

 また、総務大臣の承認は１年目の統計調査に対して認められたものであり、２年目、３年目の調

査票については承認の対象外である。 

 

番号 項目 

毎年調査する項目（設問数：23） 

１ 属性情報 

１）性別 

２）出生年月 

３）現在の仕事内容（職種） 

４）現在の在留資格 

５）在留資格変更有無、有る場合１つ前の在留資格 

６）国籍・地域 

７）出生地 

８）日本以外の国（母国含む）での最終学歴 

９）現在の日本における通学状況 

１０）日本での最終学歴 

１１）日本での通算就労期間 

１２）母語 

１３）日本語能力（会話） 

１４）日本語能力（読解） 

１５）配偶者有無及び同居有無 

２ 現職への入職経路 

１６）入職前居住地 

１７）（入職前居住地が日本の場合）インターネット利用の有無 

１８）（入職前居住地が日本の場合）利用した仲介事業等 

１９）（入職前居住地が日本以外の場合）利用した仲介事業等 

２０）（入職前居住地が日本以外の場合）日本入国までの費用負担者 

２１）（入職前居住地が日本以外の場合）日本入国までに要した費用総額 

２２）（入職前居住地が日本以外の場合）日本入国までに要した期間 

２３）入職に当たってトラブルや困ったことの有無、ある場合の具体的な内容 

周期調査項目（１年目）（設問数：８） 

３ 前職の状況 

２４）前職有無 
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―以下、前職有りの場合 

２５）前職の従業上の地位 

２６）前職の仕事内容（職業） 

２７）転職による賃金変動状況 

２８）前職の勤務地 

２９）（前職の勤務地が日本の場合）前職勤務先の都道府県 

３０）（前職の勤務地が日本の場合）前職の離職理由 

３１）（前職の勤務地が日本以外の場合）前職勤務先の国・地域 

周期調査項目（２年目）（設問数：９） 

３ 家族や生活の状況 

２４）配偶者の就労有無 

２５）満 18歳以下の子ども有無 

２６）（満 18歳以下の子どもがいる場合）満 18歳以下の子どものうち、同居人数、日

本国内で別の場所に住んでいる人数、日本以外の場所に住んでいる人数 

２７）健康保険加入状況 

２８）世帯収入（月収） 

２９）仕送り有無 

３０）（仕送りが有る場合）過去１年間の仕送り回数 

３１）（仕送りが有る場合）１回の仕送り額 

３２）（仕送りが有る場合）仕送り先 

周期調査項目（３年目）（設問数：４） 

３ 転職・副業の状況 

２４）転職又は追加就業等の希望有無 

２５）主な仕事以外の仕事の有無、有る場合の従業上の地位 

４ 職業訓練・自己啓発の状況 

２６）職業訓練・自己啓発の有無 

２７）（職業訓練・自己啓発が有る場合）職業訓練・自己啓発の種類 

 

詳細な労働者票（日本語版）は以下のとおりである。（英語、中国語、ベトナム語及びポルトガ

ル語については日本語版をもとに翻訳する） 

なお、日本語での調査票作成に当たっては、やさしい日本語とするため、日本語教育の専門家

（法務省告示校日本語教育機関代表）、外国人雇用サービスセンター職員の確認を受けた。 

英語、中国語、ベトナム語及びポルトガル語の調査票については、翻訳の質を担保するため、ネ

イティブによる翻訳の上、当該言語に精通した日本人によるクロスチェックを行うことにより、ネ

イティブからみて自然な訳文かつ日本語原文のニュアンスが適切に反映された訳文になっている

か双方向から確認する。さらに機械的にスペルミス、用語や繰り返し登場する表現の統一等をチェ

ックする。このようにして作成した調査票については、言語ごとに、回答者を想定した数名のネイ

ティブに確認させ、不備がないかチェックする。  
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６. 調査票の解説 

 

（１） 調査項目及び調査票の基本的考え方について 

調査項目は、「外国人の雇用・労働に係る統計整備に関する研究会報告書」で示された項目を基

礎とし、既存調査である雇用動向調査、賃金構造基本統計調査、就業構造基本調査及び労働力調査

との比較可能性を担保できるようにし、外国人の雇用労働の状況に影響を与える可能性のある属

性情報を加え、かつ、回答者の負担軽減を図り必要な回収率を見込むことができるように、選定す

る必要がある。 

 このため、調査項目として望ましい項目の中から優先度、必要性を勘案し、絞り込みを行った。 

 事業所票と労働者票の区分については、事業所で把握しており回答が容易と考えられる項目は

なるべく事業所票に盛り込むこととした（一部、労働者票と重複する調査項目がある）。 

 あわせて、調査票において簡易に回答が可能となるよう、設問の工夫を行っている。 

 

（２） 事業所票、労働者票共通事項について 

① 調査項目の重複 

 事業所票、労働者票間において、性別、年齢、在留資格及び職種について重複する項目を設け

ているが事業所票又は労働者票のどちらかが回収されないケースであっても集計が可能となる

よう事業所票、労働者票の両方で回答を求めているものである。 

 

② 対象労働者 

 賃金構造基本統計調査、雇用動向調査との並びをとって、対象労働者は常用労働者とした。ま

た、同様の理由から短時間労働者についても調査対象とした。 

 外国人労働者の中で、資格外活動（ほぼ留学生のアルバイト）は母集団の中では１割程度を占

めており、行政目的の観点から把握する必要があること、また対象から外すことにより分別作業

の事業所負担が増え、回収率低下が懸念されることから、調査対象に含めることとした。 

 

③ 性別 

性別については、内閣府男女共同参画局「ジェンダー統計の観点からの性別欄検討ワーキン

グ・グループ」により令和４年９月にまとめられた「ジェンダー統計の観点からの性別欄の基本

的な考え方について」において、男女別のデータを確実に取得することが重要であるとされたこ

と、既存労働統計では、男・女の２択となっていることを踏まえ、本統計調査における性別は、

男・女の２択で尋ねることとした。 

 

（３） 事業所票に関する事項について 

① 企業全体の常用労働者数 

雇用動向調査等に合わせ、企業全体の常用労働者数を調査項目とした。 

 

② 事業所全体の属性別外国人常用労働者数の調査方法の検討 

回答者の負担軽減の観点から集計事項の労働者属性の絞り込みを行い、在留資格別の外国人
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常用労働者数のみの把握とし、男女別、雇用期間の定め別等の回答は求めないこととした。 

 

③ 事業所での外国人労働者の活用について 

事業所での外国人労働者活用の実態把握として、雇用人数規模や雇用形態、労働時間、賃金等

の雇用実態に加えて、外国人労働者の採用方針、雇用理由、雇用に関する課題、及び事業所の人

員過不足状況を把握することとした。 

 

④ 職種 

日本標準職業分類中分類を基本としつつ、外国人の雇用実態を把握するうえで必要性が高い

と考えられる職種（語学教員、通訳・翻訳、貿易取引に関する事務（貿易事務）、介護職員、調

理人、飲食物給仕従事者、各種生産工程従事者、各種建設・採掘従事者、ビル建物清掃員、産業

廃棄物処理従事者等）については小分類以下であっても選択肢に加えた。 

 

⑤ きまって支給する現金給与額、月の実労働日数、所定内実労働時間等 

賃金構造基本統計調査と整合した調査項目とした。 

 

（４） 労働者票に関する事項（毎年の調査項目）について 

① 調査項目の考え方 

調査項目については、既存調査である雇用動向調査、賃金構造基本統計調査、就業構造基本調

査及び労働力調査との比較可能性を担保することを念頭に置いているが、これらの調査項目を

網羅した場合、労働者票の調査項目は、外国人に固有の調査項目を含めると 80を超え、他の調

査と比較して大幅に多くなるため（図表４）、回収率低下につながる懸念がある。 

このため、調査すべき項目を精査し、絞り込みや、複数年の周期で行うことを検討した。 

周期調査項目の組み合わせ、順番は、外国人雇用実態調査の目的を踏まえ、転職による処遇の

変化を把握するための前職に関する項目を最優先とし１年目に、国際的にも情報収集が求めら

れる持続可能な開発目標（SDGs）に係る項目である仕送りを含む家族や生活の状況に関する項目

を２年目に、転職希望・副業の状況及び職業訓練・自己啓発を３年目に尋ねることとした。 
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図表 4 調査項目数の比較（概数） 

  

 

② 年齢（生まれた年月） 

 国によって年齢の算出方法が異なることから、生年月を尋ねることとした。 

 

③ 今の仕事（職種） 

日本標準職業分類大分類を基本としつつ、外国人の雇用実態を把握するうえで必要性が高い

と考えられる職種（情報処理・通信技術者（ITエンジニア）、保健師,助産師,看護師、ケアマネ

ージャー、通訳・翻訳、貿易事務、介護職員）については中分類以下であっても選択肢に加えた。 

 

④ 国籍・地域 

 在留外国人統計、外国人雇用状況届出等を踏まえ、外国人労働者数の多い国籍・地域を選択

肢として選定し、これ以外についても正確に把握するため記述欄を設けた。選択肢の順序は、

在留外国人が多い地域（リージョン）の順とした。 

 

⑤ 日本及び日本以外で卒業した学校（最終学歴） 

 国際標準教育分類、学校教育法に基づいた教育段階を基本とした。日本については、学校教育

法上は学校とは定められていないものの外国人の卒業者が多いと考えられる、日本語学校も選

択肢に加えた。日本以外については、職業訓練校として、中学校卒業後に入学した職業訓練校と、

専門学校、高校卒業に入学した職業訓練校をそれぞれ選択肢とした。 

 

報告書項目
外国人の雇用状況に係る

統計調査（案）

（参考）参照・比較する既存統計調査

雇用動向調査
賃金構造基本
統計調査

就業構造基本
調査

労働力調査

１ 事業所情報 4 4 4 2 2

２ 外国人特有の属性情報 9 0 1 0 0

３ 雇用労働の調査項目 60 31 17 41 27

(1)現在の雇用状況 42 12 17 29 17

個人属性（労働者票） 5 4 0 5 6

労働者の属性(事業所票） 17 5 17 0 0

労働者の現在の仕事の状況（労働者票） 18 3 0 22 11

労働者の能力開発の状況（労働者票） 2 0 0 2 0

（2)入職状況、前職 18 19 0 12 10

離職した労働者の属性（事業所票） 0 8 0 0 0

現在の仕事への入職状況（労働者票） 7 2 0 0 0

前職の状況（労働者票） 11 9 0 9 10

初職の状況 0 0 0 3 0

４ 生活状況の調査項目（世帯の状況等） 13 0 0 12 5

５ 無業者の求職活動等 0 0 0 7 11

合計 86 35 22 62 45

（備考１）「外国人の雇用状況に係る統計調査（案）」の調査項目数は、「外国人の雇用・労働に係る統計整備に関する研究会報告書」で示された項
目に基づき、比較対象とする既存統計の調査項目を参照して計上。 「報告書項目」欄は、当該報告書で示された項目を基本に事務局で一部

詳細設定した。なお、事業者票、労働者票の振り分けは、既存統計調査を参考とした。
（備考２）３(1),(2)は内数である。
（備考３）賃金構造基本統計調査では、抽出された労働者一人一人について属性を記載する。
（備考４）労働力調査は、基本調査票、特定調査票の項目数の合計。基礎調査票は世帯員全員に記載することになる。
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⑥ 日本で働いている期間 

 日本国内での就労経験が学生アルバイトのみである場合、就職前後で賃金変動が大きく回答

に歪みが生じる恐れがあるため、「学生アルバイトのみ」の選択肢を設定した。 

 

⑦ 最も上手に使える言語（母語） 

 国籍・地域の選択肢をもとに、主要な言語を選択肢として選定した。 

 

⑧ 日本語の会話、文章 

 コミュニケーション能力把握の観点から、JLPT（日本語能力試験）のほかに、会話力を尋ねる

ため設問を設定した。 

 

⑨ 日本入国までの費用の内容 

世界銀行が主催する国際的な移住労働者モニタリングのネットワークである KNOMADが行った、

移住コスト研究等の先行研究を踏まえ、日本入国までの費用の内容を次のとおり定義した。 

ビザ・パスポート取得費用、紹介手数料、語学・職業訓練費用、語学・技能試験費用、寮費・

生活費、健康診断費用、保証金、日本への渡航費用、その他日本入国のために支払った費用すべ

て。 

 

⑩ 日本入国までの費用の通貨 

 自国通貨建て、米ドル建てなど国・送出し機関によってさまざまであり、また、自国通貨は桁

数の幅が大きくなることも踏まえ、多肢選択式としたうえで日本円換算での回答を求めること

にした。 

 

（５） 労働者票に関する事項（周期調査１年目の調査項目）について 

① 前の仕事の職種 

 毎年の調査項目の「今の仕事（職種）」に同じ。また、学生アルバイトは学業が本業であるこ

とから調査の対象としないこととした。 

 

② 前の仕事の１か月あたりの手取り収入の変化 

 金額にはばらつきがあると思われることから、増減を割合で尋ねることとした。 

 税込み総額を意識しない外国人がみられることから、手取り額を尋ねることとした。 

 

③ 前の仕事の国籍・地域 

 国際連合がまとめる International Migration Stock に基づき、調査票作成時点で得られる

最新値である、令和２年時点の世界における移民の移動先上位 10 か国、及び、アジア、中東等、

移動先としての可能性が高いと考えられる主要な国籍・地域を選択肢として選定し、それ以外に

ついても正確に把握するため記述式とした。 
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（６） 労働者票に関する事項（周期調査２年目の調査項目） 

① 保険証 

社会・労働保険は外国人労働者に対しても制度的には担保されているものの、実態把握が必要

であるが、外国人労働者は社会・労働保険制度を十分理解しているとは限らない。このため、手

元に保険証があるなど比較的理解しやすいと考えられる健康保険について、健康保険被保険者

証（保険証）を持っているか尋ねることとした。 

 

② 世帯収入 

把握しやすいことから、調査直前月である９月の手取りを尋ねることとした。ボーナスや季節

変動があるため年収換算は困難だが、定点観測を継続するので一定の評価が可能なデータが得

られると考える。 

 

③ 仕送り 

仕送りは半年から１年ごとに送金する場合があることから、１年あたりの回数、１回あたりの

金額を尋ねることとした。送金額については、国内での収入から送金するため、円単位で尋ねる

こととした。 

 

（７） 労働者票に関する事項（周期調査３年目の調査項目）について 

① 仕事のための訓練や勉強 

日本語学習は人によりレベル差が大きく、生活のためのものが相当数あると考えられること

から、日本語学習以外について尋ねることとした。 

 

② 世帯に関する調査項目について 

当初、世帯に関する項目は仕送り実態等と併せて周期調査項目として、尋ねることとしてい

た。研究会委員から、家族帯同の状況把握の観点から、「配偶者の有無」と「配偶者の居住地」

は毎年尋ねるべきとの意見があり、周期調査項目ではなく、毎年の調査項目とした。 

世帯に関する項目（周期調査２年目の調査項目）では、回答者の世帯状況の把握を意図して、

配偶者の就労状況（配偶者の居住地は国内外問わず）を尋ねることとした。 

満 18歳以下の子どもの有無、人数、年齢、同居状態について、把握項目を精査し、最終的に

国内同居、国内別居、国外別居の別に子どもの人数を設問とし、年齢は調査項目から除外した。 
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７. 集計事項 

 

（１） 事業所票集計事項 

 事業所票の集計事項の構成は以下のとおりである。 

 

図表 5 事業所票集計事項 

 

  

表番号 統計表

1 産業・企業規模、在留資格別外国人常用労働者数

2 在留資格、年齢階級及び性別外国人常用労働者構成比

3 産業・企業規模・在留資格・性・年齢階級、雇用形態・就業形態別外国人常用労働者構成比

4 外国人常用労働者の職業・勤続年数・役職別月間実労働日数、月間所定内実労働時間及び月間超過実労働時間

5 外国人常用労働者の在留資格・最終学歴・職業・勤続年数・役職別月間きまって支給する現金給与額、月間所定内現金給与

額及び昨年1年間の賞与、期末手当等特別給与額

6 産業・企業規模、外国人労働者の採用方針別事業所構成比

7 産業・企業規模、外国人労働者を雇用する理由別事業所構成比

8 産業・企業規模、外国人労働者の雇用に関する課題別事業所構成比

9 職業、人員過不足状況別事業所構成比及び雇用Ｄ．Ｉ．

（参考表）

参考表

１

産業・企業規模・性・年齢階級、雇用形態・就業形態別日本人常用労働者構成比

参考表

２

日本人常用労働者の職業・勤続年数・役職別月間実労働日数、月間所定内実労働時間及び月間超過実労働時間

参考表

３

日本人常用労働者の最終学歴・職業・勤続年数・役職別月間きまって支給する現金給与額、月間所定内現金給与額及び昨年

1年間の賞与、期末手当等特別給与額
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（２） 労働者票集計事項 

 労働者票の集計事項の構成は以下のとおりである。 

 

図表 6 労働者票集計事項 

 

  

表番号 統計表

1-1 在留資格・性・年齢階級、国籍・地域、出身国・地域及び入職前居住地別外国人常用労働者構成比

1-2 在留資格、職業別外国人常用労働者構成比

1-3 在留資格変更有無別外国人常用労働者構成比

1-4 在留資格、日本国外での最終学歴別外国人常用労働者（出身地・地域：日本国外）構成比

1-5 出身地・在留資格、日本国内での最終学歴別外国人常用労働者構成比

1-6 在留資格、母語別外国人常用労働者構成比

1-7 在留資格・職業・通算国内就労期間、日本語能力（会話）別外国人常用労働者構成比

1-8 在留資格・職業・通算国内就労期間、日本語能力（読解）別外国人常用労働者構成比

1-9 在留資格、婚姻有無・配偶者の居住地別外国人常用労働者構成比

2-1 産業・年齢階級、入職前のインターネット利用の有無・利用内容別外国人常用労働者（入職前居住地：日本）構成比

2-2 産業、入職経路別外国人常用労働者（入職前居住地：日本）構成比

2-3 在留資格、入職経路別外国人常用労働者（入職前居住地：日本以外）構成比

2-4 在留資格・入職経路（国外）、入国費用負担者別外国人常用労働者（入職前居住地：日本以外）構成比

2-5 在留資格・入職経路（国外）、入国に要した費用別外国人常用労働者（入職前居住地：日本以外）構成比

2-6 在留資格・入職経路（国外）、入国に要した期間別外国人常用労働者割合（入職前居住地：日本以外）構成比

2-7 在留資格・入職経路、就労上のトラブル別外国人常用労働者構成比

3-1 在留資格・職業、前職の有無・場所別外国人常用労働者構成比

3-2 前職の場所・職業、前職の仕事内容（従業上の地位・職業）別外国人常用労働者構成比

3-3 前職の場所・在留資格、転職による賃金変動状況別外国人常用労働者構成比

3-4 前職の勤務地・在留資格別外国人常用労働者構成比

3-5 職業、前職の離職理由（前職：日本国内）別外国人常用労働者構成比

4-1 在留資格、日本国内にいる配偶者の就労有無別外国人労働者構成比

4-2 在留資格、満18歳以下の子どもの有無、満18歳以下の同居の子ども有無及び年齢別外国人労働者構成比

4-3 在留資格、健康保険被保険証有無別外国人常用労働者構成比

4-4 在留資格、世帯月収別外国人常用労働者構成比

4-5 在留資格・世帯月収、仕送りの有無、1年間の仕送り額及び仕送り先別外国人常用労働者構成比

5-1 在留資格・職業、転職又は追加就業等の希望別外国人常用労働者構成比

5-2 在留資格・職業、主な仕事（現在の勤務先での仕事）以外の仕事の有無及び従業上の地位別外国人常用労働者構成比

5-3 在留資格・職業、職業訓練等内容別外国人労働者構成比

【周期調査１年目】

【周期調査２年目】

【周期調査３年目】
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８. 集計事項の解説 

 

 外国人雇用実態調査は、外国人を雇用する事業所における外国人労働者の実態を把握することを

目的とする初めての公的統計調査であり、外国人を対象とする他の統計調査等の実績を踏まえると、

層によって十分なサンプルが得られないことも想定されるため、集計事項は必要不可欠な範囲にと

どめている。なお、実際の回収状況等を勘案し、追加的に集計・公表が可能な項目を検討する。 

 

９. パイロット調査結果概要 

 

 外国人雇用実態調査の調査計画等の検討に資するため、令和４年８月から９月にかけて外国人労

働者を雇用している事業所及び外国人労働者本人を対象として調査票（仮）への記入を求める、パイ

ロット調査を行い、６社 31名から回答があった。 

 パイロット調査の実施概要、調査協力事業所、主な意見は以下のとおりである。 

 

図表 7 パイロット調査実施概要 

分類 項目 

調査目的 ◼ 外国人雇用実態調査の調査計画等の検討に資するため 

調査対象 

◼ 外国人労働者を雇用している民営事業所（事業所票） 
◼ 外国人労働者を雇用している民営事業所で雇用される外国人労働者（労働者票） 

 事業所：６社（業種等を考慮） 
 労働者：１事業所あたり最大５名の外国人労働者 

  →６社・計 31 名から回答（うち、１社は 6名以上の回答を受領） 

調査方法・ 
調査時期・ 
設問数 

◼ 紙、またはファイルの調査票への回答・回収後、ヒアリングを実施した 
◼ 調査実施時期 令和４年８月～９月 
◼ 設問数（調査票案は令和４年８月時点のものを使用） 
 毎年調査項目 16問 
 周期調査項目 1年目６問、2年目９問、3年目７問 

※ 一部の調査項目を入れ替え、３年間の周期で調査項目とすることを計画しているが、パ
イロット調査については３年分の調査票すべてについて回答を依頼した。 

言語 ◼ 日本語（事業所票）、やさしい日本語（労働者票） 

図表 8 パイロット調査協力事業所一覧 

名称 所在地 業種 従業
員数 

在籍する 
外国人数 

在籍する外国人の在留資格 在籍する外国人の国籍 

事業所 A 東京都 飲食料品製
造、外食 

22,450 970 技術・人文知識・国際業務、 
特定技能、留学 

ベトナム、ネパール、
マレーシア、中国他 

事業所 B 東京都 職業紹介・労
働者派遣業 

115 31 技術・人文知識・国際業務、日本人
の配偶者等、永住者の配偶者等 

ベトナム、フィリピ
ン、ミャンマー他 

事業所 C 東京都 通訳・翻訳 137 79 技術・人文知識・国際業務、留学、
永住者、日本人の配偶者等、永住者

の配偶者等、定住者 

中国、タイ、ベトナ
ム、ネパール、インド
ネシア、ブラジル他 

事業所 D 愛知県 情報通信 64 2 技術・人文知識・国際業務 スペイン、中国 

事業所 E 愛知県 農業 7 4 特定技能、技能実習 タイ 

事業所 F 広島県 製造 160 18 特定技能、技能実習 ベトナム、ミャンマー 
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図表 9 パイロット調査でいただいた主な意見と対応 

■事業所調査 

〈回答方法について〉 

（意見） 

Webがよい。記載漏れへのアラート機能の設定や、

数値の合計自動集計機能が可能になる。 

紙文化である職場であれば、紙回答の方が馴染み

があるのではないか。 

（対応） 

オンライン調査と紙の調査の２通りの回答方法を

準備する。 

 

〈回答の負荷について〉 

（意見） 

準備を含めると 2、3時間から半日程度かかる。 

 

一人ひとりの属性を記載する項目は手間がかか

る。 

調査票受領から回答締切までの期間は２か月程度

あった方が良い。 

（対応） 

回答の準備作業を効率的に進められるよう案内資

料をあわせて封入する。 

回答者負担を考慮し、１事業所あたりの調査対象

者数を限定する。 

調査期間を２か月間確保する。 

 

〈事業所票と労働者票の紐付けについて〉 

（意見） 

紐付けのための個人一連番号は、労働者票の表紙

に書いてあれば間違わないと思う。記載がないと

誰にどの調査票を渡すのか混乱する。 

（対応） 

労働者票の表紙と労働者向けのオンライン回答の

案内資料の表紙に、個人一連番号をプレプリント

する。 

事業所票問10「雇用する外国人常用労働者の属性」

の備考欄に、同一の個人一連番号の労働者票配布

確認のチェックボックスを設ける。 

〈その他〉 

（意見） 

パイロット調査では事前に説明を受けたのでスム

ーズに対応できたが、調査票が突然送られてくる

と、対応方法が分からないのではないか。回答に

当たって何から始めればよいか分かりづらい。調

査票回答の前に、回答事業所が何をすればよいか

を示すものがあるとよい。 

（対応） 

わかりやすい記入要領を整備する。 

■労働者調査 

〈設問文や選択肢の内容〉 

（意見） 

入国前にかかった費用の回答通貨は、米ドルでは

回答しづらい。自国通貨か日本円で統一した方が

回答しやすいのではないか。 

（対応） 

入国前にかかった費用の回答通貨は、日本円に統

一する。 
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職種について、通訳・翻訳など、外国人が多く従

事していると見込まれる職種が例示されていると

理解しやすくなると思った。 

 

 

 

 

仕送りについて、送金手数料がかかるため毎月で

はなく３か月から半年に１回にまとめて仕送りし

ているケースが多い。そのため１か月あたりの送

金額は回答しづらい。 

職種について、外国人が多く従事していると見込

まれる職種（「通訳・翻訳の仕事」「貿易事務」など

を追加するとともに、具体例（「生産工程の仕事

（例：工場で働く仕事）」、「運搬・清掃・包装等の

仕事（例：倉庫で働く仕事、フードデリバリー、宅

配、新聞配達、包装（ラッピング）の仕事など）を

記載する。 

仕送りについて、年間の仕送り回数及び１回あた

りの送金額を尋ねる形とする。 

〈調査票の日本語〉 

（意見） 

「●割増加／減少」とあるが、「割」ではなく「％」

にした方が理解しやすい。 

「医療機関」よりも「病院」の方がわかりやすい。 

「世帯」ではなく、「一緒に住んでいる家族」など

の方がわかりやすい。 

（対応） 

「●割増加／減少」の「割」を「％」に変更する。 

 

「医療機関」を「病院」に変更する。 

「世帯」を「一緒に住んでいる家族」に変更する。 

〈回答方法について〉 

（意見） 

Web の方が良い。特に枝問など回答者が限定され

る設問の場合、web の場合は自動設定が可能とな

るメリットがあると思う。 

日本人職員がフォローをしながら回答する場合

は、日本語版の紙の調査票が手元にあると良い。 

（対応） 

オンライン調査と紙の調査の２通りの回答方法を

準備する。回答に当たっては、多言語に対応する

オンライン調査の利用を促す。 

紙の調査票は日本語（やさしい日本語）、英語の２

言語分を配布する。 

〈回答の付加について〉 

（意見） 

３年分の回答全体で 20-30 分程度要した。１年分

であれば、もう少し短縮される。 

（対応） 

回答者負担を軽減するため、調査事項を毎年実施

する事項と周期で実施する事項に分ける。 

〈その他〉 

（意見） 

今の会社の仕事をやめて、別の会社の仕事をした

いかを尋ねる質問があったが、企業を通じて回答

依頼がくると、答えづらい人も出てくるのではな

いか。回答内容が企業に知られてしまうと心配す

る人がいるのではないか。 

（対応） 

労働者票の表紙に、本調査の回答を統計以外の目

的に使用することや、他に漏らすことはないこと

を明記する。 

紙の調査においては、回答は会社を通さず、労働

者本人が調査実施者に直接返送することとする。 

オンライン調査においては、web 上で回答を完結

する方法とする。 
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参考資料１ 外国人雇用実態調査スケジュール 

 

 

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月
3月

4月
6月

8月

令
和
５
年
度

事 業 所 調 査
労 働 者 調 査 ●返送（→委託業者）

※     回答あり

◆データ入力（不備確認）

◆集計
令
和
６
年
度

◆調査対象名簿総務省登録
（事業所母集団DB、
賃金構造基本統計調査と重複確認）

◆オンライン調査システム開発

◆代替事業所の選定

◆印刷（調査票、依頼状、記入要領、発送用・返信用封筒）

◆入札公告〆

公表

◆調査対象事業所確定

◆封入・封緘

◆調査票発送（→事業所）

◆督促・不備確認

◆コールセンター

◆技術審査委員会・業者決定

◆業者契約
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参考資料２ 令和３年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（抄） 

 

令和３年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（抄） 

 

令 和 ４ 年 1 2 月 2 7 日 

総 務 省 統 計 委 員 会 

第２ 公的統計の整備に関する事項 

６ 統計各分野の取組 

（１）雇用・労働環境に関する新たな統計の整備等 

人口減少に伴う労働力不足や、物価上昇に伴う賃金の目減りなどに直面する中、経済の原動力たる雇

用・労働に関する統計のニーズは引き続き高く、基幹統計調査である労働力調査、毎月勤労統計調査、賃

金構造基本統計調査、就業構造基本調査を中心に、関連統計の整備が進められている。 

これまでも労働力調査については、雇用情勢をより多角的に把握する観点から、未活用労働に関する

指標を平成 30年（2018年）から公表している。毎月勤労統計調査については、かねてから課題となって

いた標本交代に伴う断層に対処する観点から、平成 30年（2018年）からローテーション・サンプリング

を導入する等、精度向上に向けた見直しが進められている。 

また、賃金構造基本統計調査については、多様な分析に資するため、平成 27年（2015 年）から令和元

年（2019 年）調査分に係る匿名データの提供を行うこととしている。 

さらに、「骨太 2022」において、テレワークの促進やフリーランスが安心して働ける環境の整備など、

多様な働き方を推進することとされている中、令和４年（2022 年）就業構造基本調査では、関連の調査

事項を追加するなどの取組が行われている。 

一方で、雇用・労働環境が大きく変化し続ける中では、技術的に精度向上を図りつつ、時系列比較が可

能となるようデータの把握・蓄積を続けるとともに、調査事項の見直しなど実態を的確に把握するための

不断の改善努力が必要となる。 

特に、新型コロナウイルスの感染拡大をきっかけに、多様な働き方が一層加速しているため、その実態

をより的確に把握することが求められている。また、近年、急増している外国人労働者の実態が既存の統

計調査では十分に把握できていないという課題にも対処する必要がある。 

したがって、雇用・労働に関する基礎的なデータについては、既存の基幹統計調査により継続的・安定

的に把握することを基本とすべきである。その上で、新たな社会の動きを的確に把握し、それを雇用・労

働環境に関する統計に反映させるため、関連統計の整備や基幹統計調査の調査事項の一部見直しの取組

を進めていくことが必要である。 

以上を踏まえて、第Ⅳ期基本計画期間においては、外国人の雇用・労働に係る統計整備のための新たな

統計調査を実施し、その結果を分析・検証した上で、必要に応じて、既存の統計調査において在留資格な

ど外国人労働者の属性情報の把握に努める。 

また、毎月勤労統計調査の精度向上の取組を引き続き進める。さらに、多様化する働き方の動向を明ら

かにするため、社会情勢の変化や労働・雇用制度の変遷を捉えながら、実態を的確に把握するための検討

を行う。  



   

 

45 

 

参考資料３ 労働者票（英語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語版） 

英語版 共通項目 
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英語版 １年目 
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英語版 ２年目 
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英語版 ３年目 
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中国語版 共通項目 
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中国語版 １年目 
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